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精神障害にも対応した地域
包括ケアシステムの基盤づくり

平成30年度 第１回 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築担当者会議
「事前課題」シート

横浜市

横浜市では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けて、31年度か
らモデル実施区を設定し、具体的な協議の場を設置する予定としています。

これに向けて、30年度は地域移行の取り組みとして、医療機関や生活支援センター
等を中心に、関係者同士の顔の見える関係を構築することで、退院支援や地域生活の
支援に向けた取り組みを進めたいと考えています。
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横浜市

横浜市

基本情報

１ 県又は政令市の基礎情報
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／
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ

る協議の場の設置状況（H30年４月時点）
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				＜基本情報入力シート＞ キホン ジョウホウ ニュウリョク												自治体名（記入してください→） ジチタイ メイ キニュウ												横浜市 ヨコハマシ

				（※「■網掛け」部分及び「●」部分に半角数字で入力してください） オヨ ブブン



				障害保健福祉圏域数（H30年5月時点）																								1										か所 ショ

				市町村数（H30年4月時点） ジテン																								1										市町村 シチョウソン

				人口（H30年5月時点） ジテン																								3,739,030										人 ニン

				精神科病院の数（H30年5月時点）																								29										病院 ビョウイン

				精神科病床数（H30年5月時点） ジテン																								5,177										床 ユカ

				入院精神障害者数														合計 ゴウケイ										4,429										人 ニン

				（H28年6月時点）														３か月未満（％：構成割合） コウセイ ワリアイ										1,241										人 ニン

																												28.0										％

																		３か月以上１年未満										897										人 ニン

																		（％：構成割合）										20.3										％

																		１年以上（％：構成割合）										2,291										人 ニン

																												51.7										％

																						うち６５歳未満						1,118										人 ニン

																						うち６５歳以上						1,173										人 ニン

				退院率（H28年6月時点） ジテン														入院後３か月時点										58.7										％

																		入院後６か月時点										82.2										％

																		入院後１年時点										91.8										％

				相談支援事業所数														基幹相談支援センター数 スウ										18										か所 ショ

				（H30年5月時点） ジテン														一般相談支援事業所数 シエン										42										か所 ショ

																		特定相談支援事業所数 シエン										200										か所 ショ

				保健所数（H30年5月時点） ジテン																								1										か所 ショ

				（自立支援）協議会の開催頻度（H29年度）														（自立支援）協議会										3										回／年 カイ ネン

				精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置状況（H30年４月時点） セッチ ジョウキョウ														都道府県						有・無 ア ナ														か所 ショ

																		障害保健福祉圏域						無 ナ								／						か所／障害圏域数 ショ ショウガイ ケンイキ スウ

																		市町村						無 ナ								／						か所／市町村数 ショ シチョウソン スウ



												３ヶ月未満入院者数 ゲツ ミマン ニュウインシャ スウ						３か月以上１年未満入院者数 ニュウインシャ スウ						１年以上入院者数 ニュウインシャ スウ						政策効果による地域移行数（目標値） モクヒョウチ								合計

				平成27年６月末 ガツ								1,221				人 ニン		776				人 ニン		2,612				人 ニン								人 ニン		4,609				人 ニン

				平成28年６月末 ガツ								1,241				人 ニン		997				人 ニン		2,291				人 ニン								人 ニン		4,529				人 ニン

				平成29年６月末 ガツ								1,262				人 ニン		939				人 ニン		2,252				人 ニン								人 ニン		4,453				人 ニン

				平成32年度末 ヘイセイ ネンドマツ												人 ニン						人 ニン						人 ニン		176						人 ニン						人 ニン

				平成36年度末 ヘイセイ ネンド マツ												人 ニン						人 ニン						人 ニン		未定 ミテイ						人 ニン						人 ニン









3

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

横浜市

＜横浜市精神障害者生活支援センター＞

地域で生活する精神障害者の日常生活の支援・相談、地域における交流活動の促進等を行うこと

により、精神障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図るための地域の拠点。
平成11年度より事業を開始し、各区に１館設置。（平成25年３月に全18区整備完了）

＜横浜市精神障害者地域移行・地域定着支援事業＞

平成19年度より、上記生活支援センターにて実施開始。精神障害者が住み慣れた地域を拠点とし、

本人の意向に即して、本人が充実した生活を送ることができるよう、関係機関の連携のもと、医療・
福祉等の支援を行うという観点から、統合失調症をはじめとする入院患者の減少及び地域生活への移
行に向けた支援並びに地域定着に向けた支援を行います。主な事業内容は下記のとおりです。
（平成30年４月現在、15区の生活支援センターで実施。全区設置に向け整備中）

①入院中の精神障害者に対する退院支援
障害者総合支援法の「地域移行支援」の対象とならない入院患者（生活訓練施設等への退院を目

指す者や退院への動機づけを長期間にわたり行う必要がある者等）について、個別支援計画の策定
や見直し、院外活動への同行・支援、本人や家族に対する相談・助言、退院後の生活に係る関係機
関との連絡・調整など、退院（地域移行）に向けた柔軟かつきめ細やかな支援を行います。

②精神科病院との協働活動を通した連携体制の構築

精神科病院との連携体制の構築を図ることを目的に、精神科病院の職員や入院中の患者に向けて、
地域の紹介や病棟内ＯＴへの参加等を通した普及啓発活動を行います。
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

横浜市

＜基幹相談支援センター＞
・平成28年度に、行政区に１か所ずつ設置し、３障害一体の総合相談窓口として運営。その業務
の一つとして、「地域移行・地域定着の促進の取組」を位置付けており、精神障害者の地域生活
の土壌づくりに取り組んでいます。また、精神障害者の個別の相談支援については、基幹相談支
援センターとともに、区役所と精神障害者生活支援センターが「両輪の関係」により、各機関の
強みを生かしながら取り組みを進めています。

＜区福祉保健センター 高齢・障害支援課＞
・医療ソーシャルワーカーが区内の精神障害者やその家族の相談に応じています。また、当事者
対象の集団プログラムや家族教室、区民向けの普及啓発講演会も実施しています。

＜H30年度の取組（予定）＞
・横浜市の独自事業である横浜市精神障害者地域移行・地域定着支援事業（退院サポート事業）
を実施している精神障害者生活支援センターを３区増やし、計15区とし、地域移行支援を強化し
ます。
・地域生活支援拠点の31年度全区展開に向け、２区でモデル事業を実施しますが、その中でグ
ループホームの空き情報の集約を行い、長期入院患者の退院後の受け皿としてのマッチングを検
討していきます。
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横浜市

平成19年度から社会福祉法人型障害者地域活動ホームによる委託相談で３障害一体の相談窓口として整備し
ていましたが、指定特定相談支援事業所をはじめとした支援機関が多様化していく中で、支援ネットワークの
強化が求められるようになりました。そこで、平成28年度に基幹相談支援センターを設置し、区役所、精神障
害者生活支援センターの３機関が中心となって、障害児者相談支援体制をけん引していく体制を整備し、障害
児者相談支援体制の充実を目指しています。

3 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

① 障害福祉課

② 障害企画課

平成8年度に横浜市精神保健福祉審議会を設置。精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く課題を協議して
います。また精神科病院への実地指導の機会を利用して、医療機関における地域移行や退院支援の状況ならび
に、医療機関が抱える地域および資源等の課題についてヒアリングを行ってきました。

③ 障害支援課

横浜市独自の事業展開となる横浜市精神障害者地域移行・地域定着支援事業について、平成１８年度に神奈
川区生活支援センターが市内４病院を対象にモデル事業を実施し、翌１９年度には４か所の生活支援センター
で全市域を対象とした「横浜市退院促進支援事業」として開始しました。２３年度以降は「横浜市精神障害者
地域移行・地域定着支援事業」へ名称変更し、９か所の生活支援センターで実施、２５年度には大幅な要綱改
正を実施しました。30年度は実施事業所を拡大し、従来の12か所に3か所を加えた計15か所の生活支援セン
ターにおいて本事業を実施しています。
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横浜市

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題

【特徴（強み）】
区福祉保健センター、精神障害者生活支援センター、基幹相談支援センターが行政区に１か所ずつ設置されている

課題解決の達成度を測る指標 指標の設定理由 現状値 目標値（H30）
①事例の積み重ね 実績の積み重ねにより、課題と強みを明確化する 0件 10件程度

②

③

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する視点別の認識（取組）

社会資源はあるものの、有機的な
連携がしきれていない

有機的な連携構築のため特定の区をモデル
として、実際に協議の場を設定していく
（２区）

行政側 連携がうまくできていない

医療側 どこに相談したらよいのか分からない

事業者側
長期入院患者の情報（病名、入院先等）が
分からず動きづらい。

関係機関・住民等 計画相談支援の実績が少ない

行政側

医療側

事業者側

関係機関・住民等

※指標設定が困難な場合は、代替指標や定性的な文言でも構いません。
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横浜市

５
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成３０年度の取組スケジュール

１．市自立支援協議会において検討部会を設ける
２．平成３１年度にモデル実施を行うための選定および準備

平成３０年度の到達目標

時期
（月）

実施する項目 実施する内容 該当する
目標番号

H30年
夏

夏頃

８月

11月

11月

協議の場の設置に
むけた検討

モデル区の選定

事例検討会の実施

地域移行に向けた
研修の実施

市自立支援協議会
検討部会設置

市自立支援協議会に、区域に協議の場を設置するため
の「検討部会（仮）」を立ち上げるため、委員候補を選定
していく

次年度実施に向けて、医療機関・生活支援センターの状
況を鑑みつつ選定を行う（２区）
生活支援センター対象の地域移行に関する事例検討

地域移行推進のための連携をテーマとし、講演および実
際の事例をもとにしながら、医療・福祉・保健分野でそれ
ぞれグループを編成し、協議できる場を提供する

協議の場を全市に展開していくための検討部会を設置

１

２

２

２

１
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横浜市

６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた指標の推移と目標値

N
O 指 標

平成
２７年度

平成
２８年度

平成
２９年度

平成
３２年度

平成
３６年度

①
１年以上の精神科病院在院患者数（人）
（各年６月３０日現在）

2,348 2,291 － 2,120 －

② 各年度 地域移行支援利用者数（実人数）（人） 18 19 － －

③ ②のうち、退院した者の数（実人数）（人） 6 7 － －

④ ピアサポーターの養成者数（実人数）（人） 0 0 － －

⑤ ④のうち、活動している者の数（実人数）（人） 0 0 － －

⑥ 地域移行を促す基盤整備

⑦ 治療抵抗性統合失調症治療薬の普及

⑧ 認知症施策の推進

【記入上の留意点】
③について ※利用年度の翌年度以降に退院した者については、利用年度に計上して下さい。

※退院後に再入院となった者については、退院した者（1人）として計上して下さい。
⑤について ※養成年度以降に、実際の活動を開始した者については、養成年度へ計上して下さい。
⑥⑦⑧について ※障害福祉計画上に明記した地域移行者数（地域移行に伴う基盤整備量（利用者数））を踏まえ、記載して下さい。

※⑥・⑦・⑧のそれぞれの値を分けて記載できない場合は、⑥＋⑦＋⑧の合計値を記載して下さい。

目標値
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